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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 6,661,963 6,112,552 5,887,559 11,990,903 11,493,890 

経常利益 （千円） 253,388 254,710 171,696 288,086 268,368 

中間（当期）純利益 （千円） 121,993 128,822 100,829 134,274 128,968 

持分法を適用した場合の 

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,350,000 1,350,000 1,350,000 1,350,000 1,350,000 

発行済株式総数 （株） 16,000,000 16,000,000 16,000,000 16,000,000 16,000,000 

純資産額 （千円） 3,876,998 3,962,675 4,045,968 3,936,566 3,992,121 

総資産額 （千円） 7,297,064 7,253,105 7,273,643 6,727,468 6,640,945 

１株当たり純資産額 （円） 242.45 247.82 253.05 245.56 249.05 

１株当たり中間(当期)純利

益金額 
（円） 7.63 8.06 6.31 7.77 7.44 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） － － － － － 

１株当たり中間(年間)配当

額 
（円） － － － 5.00 5.00 

自己資本比率 （％） 53.1 54.6 55.6 58.5 60.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 87,031 △71,059 △181,963 398,005 203,824 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △138,434 △104,317 △107,887 △226,676 △251,902 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 40,195 175,237 282,257 △183,453 41,848 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 29,139 28,083 14,399 28,222 21,992 

従業員数 （人） 230 230 227 222 228 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員を記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 227 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国の経済は、企業収益の改善や設備投資の伸びに支えられ、緩やかな回復基調でありまし

たものの、雇用情勢は依然として厳しさが残り、原油や鋼材等は引き続き高騰が続いており、先行き不透明な状況

で推移しました。 

 農業機械業界におきましては、農業就業者の高齢化、農家戸数・耕地面積の減少や、米の消費減退、長期にわた

る景気低迷による農家収入の減少の影響により、農家の投資意欲は依然として低迷しており、厳しい環境が続いて

おります。 

 このような環境のもと当社農業機械部門においては、「安全・安心な食料」についての関心が高まってきてお

り、「おいしい米づくり」「消費者に歓迎される農産物づくり」の実践に貢献する「マニアスプレッダ」「コンポ

キャスタ」「ライムソーワ」等、有機農法に対応した土作り関連作業機におけるラインナップの充実及び拡販に努

めました。また、飼料自給率の向上と、良質・安価・安全な粗飼料の安定的供給を推進する「ロールベーラ」「ラ

ップマシーン」、さらに北海道に代表される大規模農家向けには、高品質な粗飼料づくりの省力化、低コスト化を

実現したパワーカットロールベーラとラップマシーンの複合機「コンビラップマシーン」、そして栄養価の高いと

うもろこしの収穫梱包作業機として画期的な商品「細断型ロールベーラ」の拡販に注力しましたものの、売上高は

2,730,906千円（前年同期比3.6％減）となりました。 

 一方、電器音響部門におきましては、カーステレオ用ＣＤの受注増がありましたものの、部品の海外現地調達化

の進展により、売上高は2,891,587千円（前年同期比4.0％減）となりました。 

 また、軸受部門におきましては、産業界における設備投資意欲の回復により得意先からの受注が高水準で推移し

たものの、売上高は265,065千円（前年同期比0.7％減）となりました。 

 以上の結果、当中間期の売上高は5,887,559千円（前年同期比3.7％減）となりました。利益面においては、経営

の効率化を図りコストダウン等に取り組みましたが鋼材等の高騰の影響を受け、経常利益は171,696千円（前年同

期比32.6％減）、中間純利益については、100,829千円（前年同期比21.7％減）とそれぞれ減益となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加、固定資産の取得に

よる支出及び配当金の支払い等の要因により、前事業年度末に比べ7,593千円減少し、当中間会計期間末には

14,399千円となりました。 

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は181,963千円（前年同期比156.1％増）となりました。 

 これは主に税引前中間純利益171,345千円、減価償却費71,982千円、売上債権の増加額540,750千円、たな卸資産

の増加額29,344千円、法人税等の支払額69,365千円等を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は107,887千円（前年同期比3.4％増）となりました。 

 これは主に有形固定資産の取得による支出96,309千円等を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は282,257千円（前年同期比61.1％増）となりました。 

 これは主に短期借入金の増加額205,000千円、長期借入れによる収入200,000千円、配当金の支払額79,134千円等

を反映したものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであ

ります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

農機事業部 2,422,530 95.5 

軸受事業部 266,703 100.1 

合計 2,689,233 95.9 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

農機事業部 326,801 89.0 

電器音響事業部 2,860,416 96.0 

合計 3,187,217 95.3 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％) 

電器音響事業部 2,839,580 103.5 947,993 112.9 

合計 2,839,580 103.5 947,993 112.9 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

農機事業部 2,730,906 96.4 

電器音響事業部 2,891,587 96.0 

軸受事業部 265,065 99.3 

合計 5,887,559 96.3 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

タナシン電機㈱ 3,012,348 49.3 2,891,587 49.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、農家のニーズに機敏に対応すべく、斬新な発想をもって商品開発に取り組んでおり、農業の省力化・効率

化を追及する商品の研究開発を進めております。 

 現在の研究開発は当社の技術部及び企画部において推進されております。研究開発スタッフは28名にのぼり、これ

は総従業員の12.3％に当たっております。これらの研究開発活動のうち、新製品及び新技術の開発に係る当中間会計

期間の研究開発費の総額は14,067千円となっております。 

 また、当中間会計期間における研究成果としては、ＳＲ－６１０シリーズ（自走小型ロールベーラ）、ＢＳ－６３

０シリーズ（ブレンドソーワ）、ＶＣシリーズ（可変径ロールベーラ）、ＪＳ４１２６（ジェットシーダ）等であり

ます。 

 なお、当社の研究開発活動は農機事業部でのみ行われており、研究開発スタッフ、研究開発費の総額、研究成果は

全て農機事業部に係るものであります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等についての重要な変更はありませ

ん。 

(2）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設等について完了したものは、次の通

りであります。 

 新設 

 本社工場における軸受事業部ローラー旋削設備（投資金額39,625千円）については平成17年６月に完了し、同

月から操業を開始しております。 

 これにより、軸受事業部の生産能力は約22％増加しました。 

 なお、軸受事業部研磨設備については、下期完了予定となっております。 

 本社工場における農機事業部ＣＮＣ旋盤（投資金額15,200千円）については平成17年８月に完了し、同月から

稼動を開始しております。 

 これにより、農機事業部の生産能力は約8％増加しました。 

(3）当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,000,000 16,000,000 

東京証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第二部 

－ 

計 16,000,000 16,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 16,000,000 － 1,350,000 － 825,877 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は579千株

であります。 

    ２．田中直の所有株式数は平成17年７月22日提出の大量保有報告書（平成17年９月30日現在）に基づいて記載

しております。 

３．タナシン電機株式会社から平成17年11月29日付で提出された大量保有報告書（平成17年11月24日現在）に

より、田中進作は０株、タナシンＡ＆Ｖ開発株式会社は1,300千株を保有している旨の報告を受けておりま

す。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

タナシン電機株式会社 東京都世田谷区深沢８丁目19番20号 3,090 19.31 

田中 直（常任代理人 桐越

昌彦） 

シンガポール 259959 アドモアパーク15

＃22-03（神奈川県川崎市高津区溝口６丁

目10-11-309） 

2,050 12.81 

田中 進作 東京都世田谷区成城３丁目13番24号 1,300 8.12 

タカキタ持株会 三重県名張市夏見2828番地 815 5.09 

田中 昭子 東京都世田谷区成城３丁目13番24号 700 4.37 

株式会社南都銀行 奈良県奈良市橋本町16番地 700 4.37 

株式会社クボタ 大阪市浪速区敷津東１丁目２番47号 660 4.12 

富士総合サービス株式会社 
静岡県御殿場市新橋1495番地 シャンドン

御殿場103号室 
605 3.78 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（三井アセッ

ト信託銀行再信託分・ＣＭＴ

Ｂエクイティインベストメン

ツ株式会社信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 579 3.61 

株式会社第三銀行 三重県松阪市京町510番地 500 3.12 

クレディ スイス ホンコン 

 トラスト アカウント ク

ライアント（常任代理人 株

式会社東京三菱銀行カストデ

イ業務部） 

ホンコン シーピーオーボックス18 コン

ノートプレイスセントラル スリーエクス

チェンジスクエア８ 23階（東京都千代田

区丸の内２丁目７番１号） 

500 3.12 

計 － 11,499 71.87 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が68,000株（議決権の数68個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

１個）あります。 

なお、当該株式数は、①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めております。

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであります。 

（1）退任役員 

（2）役職の異動 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   11,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,931,000 15,931 － 

単元未満株式 普通株式   58,000 － － 

発行済株式総数 16,000,000 － － 

総株主の議決権 － 15,931 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社タカキタ 
三重県名張市夏見

2828番地 
11,000 － 11,000 0.06 

計 － 11,000 － 11,000 0.06 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 269 259 270 340 310 297 

最低（円） 248 244 240 252 271 272 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役 企画部担当  畑中 敏彦  平成17年８月19日 

新役名 新役職 旧役名 旧役職 氏名 異動年月日 

 専務取締役 
電器音響事業部、

品質保証部、企画

部担当  

専務取締役 
電器音響事業部、

品質保証部担当 
 吉田 豊作  平成17年８月25日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第61期中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び第62期中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監

査法人による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

資産基準 1.0％ 

売上高基準 0.4％ 

利益基準 0.8％ 

利益剰余金基準 3.3％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   238,083   224,399 231,992   

受取手形   915,334   917,602 633,915   

売掛金   1,240,717   1,239,081 917,536   

有価証券   2,036   － 2,012   

たな卸資産   1,357,237   1,418,800 1,389,456   

未収入金   649,225   475,068 528,780   

繰延税金資産   58,792   54,734 54,583   

その他   13,070   12,039 51,190   

貸倒引当金   △1,059   △1,313 △574   

流動資産合計     4,473,439 61.7 4,340,413 59.7   3,808,891 57.4

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 
※1, 
2,3 

        

建物   446,866   499,983 524,619   

機械及び装置   409,313   401,642 365,394   

土地   561,286   536,189 561,286   

その他   123,364   165,948 118,630   

有形固定資産
合計 

    1,540,831 21.2 1,603,764 22.0   1,569,930 23.6

無形固定資産     43,383 0.6 57,803 0.8   38,767 0.6

投資その他の資
産 

          

投資有価証券 ※２ 523,213   627,068 572,084   

繰延税金資産   266,754   214,865 250,120   

その他   405,483   429,728 401,151   

投資その他の
資産合計 

    1,195,451 16.5 1,271,663 17.5   1,223,356 18.4

固定資産合計     2,779,666 38.3 2,933,230 40.3   2,832,053 42.6

資産合計     7,253,105 100.0 7,273,643 100.0   6,640,945 100.0

            

 



    前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形   745,491   587,798 464,359   

買掛金   873,356   855,423 760,215   

短期借入金 ※２ 373,000   524,996 280,000   

法人税等未払
金 

  131,212   77,254 87,770   

未払費用   147,940   126,350 104,564   

賞与引当金   102,551   101,135 95,608   

その他 ※５ 70,212   47,251 39,766   

流動負債合計     2,443,764 33.7 2,320,210 31.9   1,832,284 27.6

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※２ 110,000   186,671 70,000   

退職給付引当
金 

  645,444   634,447 649,332   

役員退職慰労
引当金 

  79,232   74,056 85,117   

預り保証金   11,988   12,288 12,088   

固定負債合計     846,665 11.7 907,463 12.5   816,538 12.3

負債合計     3,290,429 45.4 3,227,674 44.4   2,648,823 39.9

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,350,000 18.6 1,350,000 18.6   1,350,000 20.3

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   825,877   825,877 825,877   

資本剰余金合計     825,877 11.4 825,877 11.3   825,877 12.4

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   204,500   204,500 204,500   

任意積立金   1,300,631   1,340,000 1,300,631   

中間(当期)未
処分利益 

  221,207   192,868 221,355   

利益剰余金合計     1,726,339 23.8 1,737,368 23.9   1,726,486 26.0

Ⅳ その他有価証
券評価差額金 

    62,579 0.8 135,224 1.8   91,984 1.4

Ⅴ 自己株式     △2,120 △0.0 △2,501 △0.0   △2,227 △0.0

資本合計     3,962,675 54.6 4,045,968 55.6   3,992,121 60.1

負債・資本合計     7,253,105 100.0 7,273,643 100.0   6,640,945 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 金額（千円） 百分比

（％）

Ⅰ 売上高     6,112,552 100.0 5,887,559 100.0   11,493,890 100.0

Ⅱ 売上原価     5,127,364 83.9 4,990,940 84.8   9,839,068 85.6

売上総利益     985,187 16.1 896,619 15.2   1,654,821 14.4

Ⅲ 販売費及び一般 
管理費 

    731,819 12.0 732,668 12.4   1,393,188 12.1

営業利益     253,368 4.1 163,951 2.8   261,633 2.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   20,607 0.3 28,498 0.5   48,060 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   19,264 0.2 20,753 0.4   41,324 0.4

経常利益     254,710 4.2 171,696 2.9   268,368 2.3

Ⅵ 特別利益 ※３   － － 16,272 0.3   386 0.0

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※６   30,491 0.5 16,623 0.3   37,987 0.3

税引前中間(当
期)純利益 

    224,219 3.7 171,345 2.9   230,767 2.0

法人税、住民
税及び事業税 

  117,800   64,000 122,800   

法人税等調整
額 

  △22,402 95,397 1.6 6,516 70,516 1.2 △21,000 101,799 0.9

中間(当期)純
利益 

    128,822 2.1 100,829 1.7   128,968 1.1

前期繰越利益     92,386 92,039   92,386 

中間(当期)未
処分利益 

    221,207 192,868   221,355 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

税引前中間（当期）
純利益 

 224,219 171,345 230,767

減価償却費  68,421 71,982 157,589

減損損失  27,516 － 27,516

投資有価証券売却益  － △15,416 －

有価証券償還益  － △281 －

ゴルフ会員権評価損  － － 700

ゴルフ会員権売却損  － － 700

退職給付引当金の増
減額（△減少額） 

 23,814 △14,885 27,703

役員退職慰労引当金
の増減額（△減少
額） 

 2,635 △11,060 8,520

賞与引当金の増減額
（△減少額） 

 5,424 5,527 △1,518

貸倒引当金の増加額  97 738 △386

受取利息及び受取配
当金 

 △9,138 △9,383 △14,740

支払利息  2,796 3,086 5,915

手形売却損  11,244 11,193 24,228

有形固定資産廃棄損  1,975 11,101 3,665

売上債権の増減額 
（△増加額） 

 △414,884 △540,750 303,078

たな卸資産の増加額  △75,383 △29,344 △107,601

仕入債務の増減額(△
減少額) 

 35,700 179,004 △369,055

未払消費税等の増減
額（△減少額） 

 △7,749 22,071 △24,200

役員賞与の支払額  △10,000 △10,000 △10,000

その他  37,973 36,092 △6,908

小計  △75,336 △118,979 255,973

利息及び配当金の受
取額 

 9,134 9,580 14,740

利息の支払額  △2,780 △3,198 △6,073

法人税等の支払額  △2,077 △69,365 △60,816

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △71,059 △181,963 203,824

 



   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

投資有価証券の償還
による収入 

 － 2,000 －

有形固定資産の取得
による支出 

 △114,535 △96,309 △219,400

不動産賃貸による収
入 

 9,029 14,189 20,983

無形固定資産の取得
による支出 

 △920 △24,439 △37,194

預り保証金の受入に
よる収入 

 216 200 216

差入保証金の返戻に
よる収入 

 － 3,002 －

貸付による支出  － △8,534 －

貸付金の回収による
収入 

 1,644 2,249 3,302

その他  248 △245 △19,812

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △104,317 △107,887 △251,902

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

 293,000 205,000 200,000

長期借入れによる収
入 

 － 200,000 －

長期借入金の返済に
よる支出 

 △40,000 △43,333 △80,000

自己株式の取得によ
る支出 

 △156 △274 △262

配当金の支払額  △77,606 △79,134 △77,888

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 175,237 282,257 41,848

Ⅳ 現金及び現金同等物の
減少額 

 △139 △7,593 △6,230

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 28,222 21,992 28,222

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

 28,083 14,399 21,992

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 

総平均法による原価法 

電器音響商品 

個別原価法 

貯蔵品 

個別原価法 

(2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 

同左 

電器音響商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 

同左 

電器音響商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）につ

いては定額法） 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）につ

いては定額法） 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）につ

いては定額法） 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

 （減価償却方法の変更） 

軸受部門の減価償却の方法

は、従来定額法によっており

ましたが、当中間会計期間よ

り定率法に変更しました。こ

の変更は、当上半期における

生産能力増強のための設備投

資を機に、投下資本を早期に

回収することにより財務体質

の健全化を図り、かつ減価償

却方法を全社的に統一するこ

とを目的としたものでありま

す。 

この変更に伴い、従来と同一

の基準を適用した場合と比較

して、減価償却費は3,732千円

増加し、売上総利益、営業利

益、経常利益、税引前中間純

利益は3,324千円減少しており

ます。 

  

  

  

（減価償却方法の変更） 

    軸受部門の有形固定資産の減

価償却の方法は、従来定額法

によっておりましたが、当事

業年度より定率法に変更しま

した。この変更は、当期にお

ける生産能力増強のための設

備投資を機に、投下資本を早

期に回収することにより財務

体質の健全化を図り、かつ減

価償却方法を全社的に統一す

ることを目的としたものであ

ります。 

    この変更に伴い、従来と同一

の基準を適用した場合と比較

して、減価償却費は8,425千円

増加し、売上総利益、営業利

益、経常利益、税引前当期純

利益は8,288千円減少しており

ます。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

但し、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利

用可能期間の５年による定額

法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

定額法 

なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

財務内容評価法により回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えて、

賞与支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支払に備えて、

賞与支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく

当中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替変動リス

クのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合に

は振当処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

当社の内規であります「為替

リスク管理方針」に基づき、

為替変動リスクをヘッジして

おります。当中間会計期間に

ヘッジ会計を適用したヘッジ

対象とヘッジ手段は以下の通

りであります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

当社の内規であります「為替

リスク管理方針」に基づき、

為替変動リスクをヘッジして

おります。当事業年度にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ対象

とヘッジ手段は以下の通りで

あります。 

 ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸入による

外貨建買入れ債務及び外貨建

予定取引 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

 (3）ヘッジ有効性評価の方法 (3）ヘッジ有効性評価の方法 (3）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ有効性の判定は、原則

としてヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動

の累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断して

おります。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金及び当座預金、普通預金

等の随時引き出し可能な預金から

なっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 (2）固定資産の減損に係る会計基

準 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成16年

３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当中間

会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。

これにより税引前中間純利益は

27,516千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づき各資産の金額から直

接控除しております。 

───── 

  

(2）固定資産の減損に係る会計基

準 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成16年

３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当事業

年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これ

により税引前当期純利益は

27,516千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

「未収入金」は、前中間会計期間まで流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末に

おいて資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しま

した。  

  

  ───── 

なお、前中間会計期間の「未収入金」の金額は282,392千

円であります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

従来、有形固定資産として表示して

いた土地の一部について、当中間会

計期間より賃貸用不動産となったた

め、投資その他の資産へ振り替える

こととしました。 

なお、振り替えた資産及び金額は以

下の通りであります。 

 土地  130,589千円 

従来、有形固定資産として表示して

いた土地の一部について、賃貸用不

動産となったため、投資その他の資

産へ振り替えることとしました。 

なお、当中間会計期間において、振

り替えた資産及び金額は以下の通り

であります。 

 土地   25,096千円 

従来、有形固定資産として表示して

いた土地の一部について、当事業年

度より賃貸用不動産となったため、

投資その他の資産へ振り替えること

としました。 

なお、振り替えた資産及び金額は以

下の通りであります。 

 土地  130,589千円  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減

価償却累計額 

（千円） （千円） （千円） 

2,319,439 2,365,041 2,378,205 

※２．担保資産       

(1）固定資産 （千円） （千円） （千円） 

土地 202,764 202,764 202,764 

建物 43,430 90,359 92,956 

機械及び装置 2,088 － － 

(2）銀行根担保設定

に対して供して

いる投資有価証

券 

236,222 316,156 270,515 

上記(1)(2)に対する

債務 （千円） （千円） （千円） 

短期借入金 373,000 524,996 280,000 

長期借入金 110,000 186,671 70,000 

※３．有形固定資産の圧

縮記帳 

建物の取得価額から国庫補

助金等による圧縮記帳額

3,811千円を控除しておりま

す。 

同左 同左 

  （千円） （千円） （千円） 

 ４．受取手形割引高 1,450,063 1,426,919 1,771,670 

※５．消費税等の取扱い 仮払消費税等、仮受消費税

等を相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示

しております。 

同左 ───── 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主

要項目 

  （千円）

受取利息 2,946 

受取配当金 6,192 

不動産賃貸収入 9,029 

受取技術料 331 

  （千円）

受取利息 2,758 

受取配当金 6,624 

不動産賃貸収入 14,189 

受取技術料 459 

  （千円）

受取利息 5,880 

受取配当金 8,859 

不動産賃貸収入 20,983 

受取技術料 1,188 

※２．営業外費用の主

要項目 

  （千円）

支払利息 2,796 

手形売却損 11,244 

  （千円）

支払利息 3,086 

手形売却損 11,193 

  （千円）

支払利息 5,915 

手形売却損 24,228 

※３．特別利益の主要

項目 

  （千円）

───── 

  （千円）

投資有価証券売

却益 

15,416

  （千円）

貸倒引当金戻入 386 

※４．特別損失の主要

項目 

  （千円）

固定資産廃棄損 2,975 

減損損失 27,516 

  （千円）

固定資産廃棄損 16,623 

    

  （千円）

固定資産廃棄損 9,071 

減損損失 27,516 

 ５．減価償却実施額   （千円）

有形固定資産 66,593 

無形固定資産 1,737 

  （千円）

有形固定資産 66,531 

無形固定資産 5,403 

  （千円）

有形固定資産 151,095 

無形固定資産 6,354 

※６．減損損失 当中間会計期間において、

当社は以下の資産について

減損損失を計上しました。 

───── 当事業年度において、当社

は以下の資産について減損

損失を計上しました。 

  場所 秋田県能代市 

用途 遊休地 

種類 土地 

 場所 秋田県能代市 

用途 遊休地 

種類 土地 

  当社は、事業資産について

は各事業部門別（但し農機

事業部については工場

別）、遊休資産については

個別物件単位を独立したキ

ャッシュ・フローを生む最

小の単位として資産のグル

ーピングを行っておりま

す。 

上記の秋田県能代市に保有

する土地については、当初

工場用地として取得しまし

たが、使用見込みがなくな

ったため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該

減少額27,516千円を減損損

失として特別損失に計上し

ました。 

なお、遊休地の回収可能価

額は正味売却価額により測

定しており、原則として固

定資産税評価額に基づき算

定しております。 

 当社は、事業資産について

は各事業部門別（但し農機

事業部については工場

別）、遊休資産については

個別物件単位を独立したキ

ャッシュ・フローを生む最

小の単位として資産のグル

ーピングを行っておりま

す。 

上記の秋田県能代市に保有

する土地については、当初

工場用地として取得しまし

たが、使用見込みがなくな

ったため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該

減少額27,516千円を減損損

失として特別損失に計上し

ました。 

なお、遊休地の回収可能価

額は正味売却価額により測

定しており、原則として固

定資産税評価額に基づき算

定しております。 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 238,083 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△210,000 

現金及び現金同等物 28,083 

  （千円）

現金及び預金勘定 224,399 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△210,000 

現金及び現金同等物 14,399 

  （千円）

現金及び預金勘定 231,992 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 

△210,000 

現金及び現金同等物 21,992 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

      

① リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末（期

末）残高相当額 

  
機械及び

装置 
  
工具器具

備品等 
 合計 

  (千円) (千円) (千円)

取得価額

相当額 
106,080  125,196 231,276

減価償却

累計額相

当額 

80,444  82,287 162,731

中間期末

残高相当

額 

25,636  42,908 68,544

  
機械及び

装置 
 
工具器具

備品等 
 合計 

  (千円) (千円) (千円)

取得価額

相当額 
106,080 95,958 202,038

減価償却

累計額相

当額 

91,052 72,968 164,020

中間期末

残高相当

額 

15,028 22,989 38,017

  
機械及び

装置 
 
工具器具

備品等 
 合計 

  (千円) (千円) (千円)

取得価額

相当額 
106,080 125,196 231,276

減価償却

累計額相

当額 

85,748 92,677 178,425

期末残高

相当額 
20,332 32,518 52,850

  取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」に

より算定しております。 

同左 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定し

ております。 

② 未経過リース料中

間期末（期末）残

高相当額 

  （千円）

１年以内 30,787 

１年超 37,757 

合計 68,544 

  （千円）

１年以内 27,196 

１年超 10,821 

合計 38,017 

  （千円）

１年以内 29,330 

１年超 23,519 

合計 52,850 

  未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定

しております。 

同左 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み

法」により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料及び

減価償却費相当額 

  （千円）

支払リース料 17,691 

減価償却費相当

額 

17,691 

  （千円）

支払リース料 14,832 

減価償却費相当

額 

14,832 

  （千円）

支払リース料 33,578 

減価償却費相当

額 

33,578 

④ 減価償却費相当額の

算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 402,979 506,613 103,634 

(2）債券 1,718 2,036 317 

合計 404,697 508,649 103,952 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 16,600 

(2）子会社株式及び関連会社株式 10,000 

  

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 385,842 610,468 224,625 

合計 385,842 610,468 224,625 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 16,600 

(2）子会社株式及び関連会社株式 10,000 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

 当社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いております。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 当社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いております。 

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

 当社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いております。 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

  

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 402,979 555,484 152,504 

(2）債券 1,718 2,012 293 

合計 404,697 557,496 152,798 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 16,600 

(2）子会社株式及び関連会社株式 10,000 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額(円) 247.82 253.05 249.05 

１株当たり中間（当期）

純利益金額（円） 
8.06 6.31 7.44 

   なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 128,822 100,829 128,968 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 10,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (10,000) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
128,822 100,829 118,968 

期中平均株式数（千株） 15,990 15,989 15,989 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第61期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日東海財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      

    平成16年12月20日

株式会社タカキタ     

   取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 昭二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中谷 敏久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社タカキタの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社タカキタの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は当中間会計期間から軸受部門の有形固定資

産の減価償却方法を変更し、固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      

    平成17年12月20日

株式会社タカキタ     

   取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 昭二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中谷 敏久  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社タカキタの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成17年４月1日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社タカキタの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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